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Ⅰ．背景 
 大災害が発生した直後から、被災地域住民の心身の健康支援の中心となるのは、看護職として公的立場に
ある保健師である。（奥田，2011）。東日本大震災後の復興期に、複数の被災地において保健師たちは、①住
民の健康課題を明確にする➁全住民の安否確認による住民基本台帳を復活する➂早急に支援が必要と判断
した場合は速やかに対応して地域の保健師につなげる④調査結果を基に地域の復興に向けて提言するとい
う目的で、仮設住宅への全戸訪問を行っている（鈴木，2012）。 
 仮設住宅の完成後に全戸訪問を実施し、要支援者を早期に発見して長期に渡る復興期に支援を継続するた
めに被災自治体の保健師のマンパワーだけでは足りず、被災地外から支援に加わる看護職者にも期待が寄せ
られ、被災後数年間という長期に渡りその支援は継続する（日本訪問看護財団，2013）。しかし、これまで
施設内看護に携わってきた看護職者は、アウトリーチの初心者である。また、地域で暮らす被災住民は「患
者」ではない。したがって初めて被災住民の健康支援に携わる看護職者には、様々な戸惑いが見られる。初
回訪問時に怪しまれ警戒されたり、訪問を断られ拒否されることも珍しくない。 
そこで、初めて被災地に赴き、長期的なアウトリーチ活動に携わることになった看護職者が、自分と住民
との関係を客観視し、戸惑わず適切に行動できるための行動指針として活用できるものを作成したいと考え
た。 
 
Ⅱ．研究目的 
【研究１】 
被災地でアウトリーチ活動に携わる看護職者が、被災住民との関係構築のために活用できる行動指針を作
成する。 
【研究２】 
研究 1の結果である「被災地でアウトリーチ活動を実施する看護職者が、被災住民との関係構築のために
活用できる行動指針案」をより洗練し、その妥当性を検証する。 
研究１．２を通じ、復興期にある被災地において、初めてアウトリーチ活動に携わる看護職者が、被災住
民と円滑な支援関係を構築するために活用できる具体的な行動レベルの指針を作成する。 
 
Ⅲ．研究および分析方法  
１） 研究 1 
（１） 過去の文献から、本研究に関する知見を得る 
（２）機縁法を用いて岩手、宮城、福島 3県の仮設住宅住民への支援活動を長期に渡り継続して実施した経
験者を選定し、研究協力依頼に同意を得られた人 28名を対象とした。全て女性、平均年齢は 50歳、准看
護師 1 名、看護師 18 名、保健師 9 名であった。看護実践の経験年数は平均 20．6 年、被災地支援経験年
数は平均 2.8年であった。 
（３）応急仮設住宅に暮らす被災住民との関係がうまく構築できた事例とできなかった事例それぞれ 1事例
ずつを事前に選定してもらい、必要時記録等で確認しながら関係構築のプロセスを、関係開始の時期、関
係継続の時期、関係終了の時期の 3つの時期に分け、アウトリーチ活動への戸惑いやそれを克服するため
に必要と思われる知識や技術、態度、行動は何か、戸惑いの克服方法などについて半構成的面接を実施し
た。最後に関係構築のための行動指針になり得ると考えられる支援者の行動について語ってもらった。 
（４）（３）の結果を、関係構築の段階別に、さらに同じ意味内容ごとに整理・統合してまとめ、誰が読ん
でも同じ行動が取れる文章で表現できているかを確認しながら整理し研究 1の結果「被災地でアウトリー
チ活動を実施する看護職者が、被災住民との関係構築のために活用できる行動指針案」とする。 
２）研究２ 
（１）エキスパートパネルによる行動指針案の修正 
研究１で作成した行動指針案について、被災者支援の専門家によるエキスパートパネルを実施して、より
洗練させた案に修正する。パネリストは、研究協力の承諾を得られた被災地支援の実際に詳しい保健師、研
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究者、実践者数名とし、意見交換する会議を開催する。その結果、得られた参加者全員の意見を集約して修
正した行動指針案を、修正版行動指針とした。 
（２）デルファイ法による行動指針案の妥当性の検証 
インタビュー対象者にエキスパートパネリストを含め、さらに被災地の保健師らを交えてデルファイ法へ
の参加協力の承諾を得られた約 40 名の看護職者を対象者とした。 
① エキスパートパネルによって最終的に作成した修正版行動指針案を整理したアンケート用紙を作成し、
４段階のスケールにより回答を得る。 
② ①の集計結果をまとめ、70％以上の一致率（consensus level）に満たない項目を削除し、再度整理して
研協力者にフィードバックし、さらに４段階のスケールを用いてその妥当性について 2 回目のアンケー
ト調査を行う。 
③ ②の回答結果を、1 回目と同様に外れ値を削除して集約しまとめ、回収後 70％以上の一致率をもって合
意と判断し、それらの項目について最終的に整理した結果を「完成版行動指針」とした。 
 
Ⅳ．倫理的配慮 
 本研究は、千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会による承認を受けて実施した（承認番号 27－52、
29－11）。 
 
Ⅴ．結果 
１． 研究 1 
１） 研究テーマに関連する先行研究 
2000 年以降の先行研究について、本研究内容に関連する文献を調べた。和文献においては、災害看護に
関する文献の中でも災害時の保健師活動に関する文献や医療機関の看護に関する文献が多く、急性期・亜急
性期における看護活動に関するもの、特に東日本大震災後の被災地での活動報告や課題を提言するものが多
く見られた（花崎ら，2012、鈴木ら，2012、板垣，2012 他）が、復興期の長期的な看護支援に関する文献
は少なかった。また、長期的支援に関する文献には、こころのケアに関する活動報告（服部，2012、石井，
2014）が多かった。また、災害から得た教訓等総論的な文献（黒田，2011、山崎，2016）はあったが、アウ
トリーチや看護職と被災住民との関係に関する文献はなかった。関係構築に関する文献については、災害時
の保健師活動に日頃からの保健師と地域住民や地元関係者との信頼関係が重要であると述べた文献（宮崎，
2013、祝原ら，2012）があった。アウトリーチに関する文献は、看護職以外の専門職による研究が多い反面、
看護職が行うアウトリーチについて記載されている文献は少なく、地域精神保健アウトリーチ支援に必要な
技術に関して検討している文献の中で、関係構築の重要性が述べられていた（広川ら，2013）。 
英文献においては、看護職によるアウトリーチに関する文献には、保健師活動に関するもの
（c.l.Tembreull,et.al,2005）、災害看護に関する文献では、ハリケーンサンディ後に自然災害に対処する
看護師に必要な能力について論じた文献、東日本大震災発生後の研究では、一人の保健師への詳細なインタ
ビューによる事例研究（M.Sato,et.al,2014）などが見られた。いずれの文献においても、本研究で作成し
ようとする行動指針に直接関わる知見は得られなかった。 
看護と関係をキーワードに該当した英文献では、津波の被災者同士の関係がその後の人生に影響するとい
う質的研究があったが、看護師と患者あるいは地域住民との関係について記述している文献はなかった。 
以上のような過去の文献からは、本研究のテーマに沿う具体的な行動指針に関する知見を得ることは困難
と判断し、アウトリーチ、災害看護、関係構築、それぞれのキーワードで看護と関連する文献から得られた
知見は、研究遂行の様々な段階において、引用・参考文献として取り扱うことにして、研究１の次の段階で
あるインタビュー調査に取り組むこととした。 
２）インタビュー調査 
28名のインタビュイーから得られたコード数は、関係構築の開始時期に最も多く、大項目が 10項目、中
項目が 32 項目、小項目は 141 項目、コード数は 211 コードであった。次に多かったのは、関係継続時期の
項目数で、大項目が 10項目、中項目が 25項目、小項目は 109項目、コード数は 161であった。支援関係の
終了時期についてのデータは少なく、大項目は 2 項目、中項目は 3 項目、小項目は 7 項目、コード数は 12
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であった。                         
 
２．研究２ 
１）エキスパートパネルの結果 
（１）行動指針の構造の再検討と再構成 
アウトリーチによる被災者支援活動を行う前に、看護職者にとって必要な事柄を、関係構築開始時期よ
り前の「関係構築開始前の準備期」として、別にまとめて 4 つの時期に組み替える。 
（２）修正版行動指針案の作成 
エキスパートパネルの結果を踏まえ、修正版行動指針案を作成した。 
２）デルファイ法の結果 
当初の対象者から連絡できた 38名を対象とし、2ラウンドのアンケート調査を実施した。同意書による
承諾が得られた 34名を対象とし、第 1ラウンドは 100％の回収率であった。第 2ラウンドは 30名から回
答が得られ回収率は 88.2％であった。 
３）完成版行動指針 
 2ラウンドのデルファイ法の結果、修正版行動指針案をさらに洗練し、完成版行動指針を作成した。項目
数の変化は表のとおりである。 
 
Ⅵ．考察 
１．本研究で作成した行動指針の評価 
１）準備時期の行動指針の妥当性 
 被災地で初めてアウトリーチに携わる看護師の戸惑いは、アウトリーチに関することが多い。WHOから出
版されている PFA においても、準備として「危機的な出来事について調べる」「その場で利用できるサービ
スや支援を調べる」と記されている（WHO,2011）。支援の前に災害について調べること、被災地で活用でき
るサービスや支援について調べること、つまり超高齢社会である我が国の大災害発生後の復興期の仮設住宅
においては、被災者に関わる制度や被災に関連する行政用語にある程度触れておいたり、介護保険制度、訪
問看護制度、精神科訪問看護について学んだり、保健師の役割や地域看護活動についてもある程度理解して
おく必要があると考えられた。 
２）支援関係開始時期の行動指針の妥当性 
 この時期の関係構築段階の発展が、その後の支援の可否に直結している最も重要な行動と考えられ、項目
数も最も多かった。災害支援の復興期における中長期的課題については、急性期、亜急性期に比べて住民の
個別性が高くなる時期である。そのために仮設住宅という生活の場にアウトリーチ活動として訪問し住民と
関係を築き、受け入れてもらえるように行動指針を活用することが必要であると考える。 
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３）支援関係の継続時期の行動指針の妥当性 
 支援関係の継続時期は、住民と看護職者が初めて出会い、2回以上出会うことができた後、関係を深めて
支援を継続していこうとする重要な時期である一方で、築かれつつある弱い関係が、安易に崩れたり途切れ
たりしやすい脆い繊細な時期でもある。このような関係構築の発展段階を乗り越え、看護職としての専門的
な支援の効果を真に発揮できることにもつなげていく重要な時期として、住民との関係構築を意識した看護
職者の行動がより重要であると考える。 
４）支援関係終了時期の行動指針の妥当性 
 被災住民は、地域で自立して生活し、自己の健康問題にも対処する力を本来備えている人々である。被災
によって脆弱化した心身の健康も、復興とともに回復してきている。また、被災住民を支える行政の支援体
制も、復興とともに回復している。そのプロセスを踏まえ、アウトリーチ活動の終了に向けた行動指針とし
ては、本来住民や地域が持つ力を再び活性化し、エンパワメントするものであると考える。看護職者でなく
ても、住民への適切な支援が公的な公助として、あるいは自助、互助として、日常的な暮らしの中でなされ
る仕組みが作られる方向に向かって、支援者として行動できるための行動指針が必要である。 
 
Ⅶ．本研究の限界と今後の課題 
 本研究は、機縁法を用いて研究協力者を募ったために、対象者数が少なく地域に偏りがある。東日本大震
災後の被災地支援は未だ継続しており、仮設住宅もまだ残っている。そのため終了時期のデータが少なく、
終了時期が他の時期に比べて具体的な行動指針が十分とは言えない。今後、より多くの経験者にこの指針を
検討していただき、さらに収斂していけたらと考える。 
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